公務労協を代表して花村副事務局長は、総体的な考え方として、「地域主権改革は、その意義として、国が地方に優越する上下の関係から対等なパートナーシップの関係へ根本的に転換すること、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めることなどとされており、この改革を進めるべき」としたうえで、

①　国の出先機関改革については、補完性の原理を踏まえ、国と自治体の役割分担と事務・権限、財源などのあり方を十分に検討した上で進めること

②　広域連合などの広域的実施体制の検討にあたっては、改革によって行政サービスが低下することのないよう、また、事務・権限の円滑な移管のために、事務・権限と当該職員を一体で移管することを基本とすること。この意味で、自治体側から声の出ている「丸ごと移管」には共感を覚える

③　人員移管等の仕組みについては、政府として雇用・労働条件確保に責任を持つ体制を確立することを前提に検討すること

④　地域主権改革・出先機関改革の具体化については、国家公務員、地方公務員ともに主体的に関わりたいと考えており、引き続き公務労協との十分な話し合いの上に進めること

を要請した。

　この要請を受けて、国会議員より次の通り質問を受けた。

　通常の業務にあたる場合と災害等の緊急時ではサービス提供で求められるものが異なる。１分１秒を争うときにトップが地域全体について決断をすべき場面もあり、スピードが重要になるかと思うがその点どう考えるか。

　広域連合は出入りが自由となっているが、そうした組織に人命や財産を信託することについてどう思うか。

　公共サービスの見直しのため、2009年に公共サービス基本法が制定されたが、これと出先機関改革の相関関係についてどう考えているのか。

　人事異動でたまたま九州で勤務していた職員が、九州の広域連合に移管されるというような事が起こることも想定できるが、改革を進めるうえでどのような点に留意すべきか。また、こうした身分移管が起こる場合には、労使協議と合意のもとに進めていくべきであり、その意味でも国家公務員制度改革関連４法案をどう成立させていくかが重要になる。

　「丸ごと移管」について、「二重行政」との指摘との関わりを含めどう考えているか。

　これに対し、花村副事務局長は次の通り回答した。

①　国でも地方でも国民に行政サービスを的確に提供することが使命と考えている。それを前提として、国、都道府県、基礎自治体の役割をしっかりと精査いただくことによって、サービス提供にあたりスピーディな対応ができればよいと考えている。東日本大震災の経過も踏まえて議論をしてほしい。また、現場実態を申し述べる機会があれば是非参加したい。

②　安定した受入体制を強く望んでいる。あわせて雇用と労働条件が担保されるよう設計してほしい。

③　公務労協では公共サービスキャンペーンを展開し、公共サービス基本法の趣旨を活かすための条例制定の運動を進めているところだ。住民の皆さんが安心して働くことができ生活ができるようにとの観点で検討すべき。公共サービス基本法の考え方と今回の地域主権改革について整合性あるものとなるようにしてほしい。

④　人事異動時点で広域連合に人員移管されることについては、私どもも心配している。この点については、弾力的かつそれぞれが折り合いの付くような制度設計をお願いしたい。国家公務員制度改革関連４法案の１日も早い成立を望んでおり、その制度下、労使交渉・協議の上に具体化が進められるべきと考える。

⑤　国、都道府県、市町村でそれぞれ道路や河川の管理のしかたや職員の数も異なる実態があるが、それは行政サービスの内容・手法も異なるからではないか。単純に「二重行政」というのではなく、「二重行政」とならないようしっかりと精査して進めてほしい。

　その後、各構成組織の代表者が次の通り要請し、本日の要請を終えた。

（加藤国交職組委員長）

　　出先機関改革をめぐっては、関西と九州の整備局が「目玉」となって議論が進められているが、現場職員は不安を感じながら仕事を進めている。私どもは直轄が妥当と考えているが、事務・権限を移譲するのであれば受皿も広域的受皿が必要であり、「安全」を担保するしくみを考えてほしい。法案を次期通常国会に提出するとすれば議論の期間が短いものになると思うが、見切り発車で進めることだけは国民に迷惑がかかるので止めてほしい。また、改革を進めるにあたっては働く者の人生設計に配慮してほしい。

（高倉全開発副委員長）

　　小泉政権時代に、北海道開発局でやっていた事業を道に移管するということになり、人員についても道に身分移管された。その際に大きな問題となったのが、出す側と受入側で人数の差が生じたことである。今回の改革においても、事業に必要な定員について広域連合に移管するとされているが、事業の進め方が国と自治体とでは考え方が異なり、定員についても考え方の違いがある。その点を踏まえて、雇用が確保されるようお願いしたい。

（柴山全農林書記長）

　　東日本大震災後、農水省は食品の安全問題などで中心的な役割を担ってきた。広域的実施体制に関し、通常ベースでの運営は勿論、緊急時などにおいてはマネジメントの問題が重要であり、そうした対応も含めて自治体としてどう考えるのか、住民にとってどのような影響があるのかも考慮して検討すべきである。受入先の自治体には自治権もあるため、受皿としてその点の整理がなされていないとサービスの実施が不安定なものになる。また、処遇についても自律的労使関係のなかで議論して進めてもらいたいと考えている。

